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〈ドイツ最前線報告・上〉送電会社は再生可能エネルギーを拒めない 
「脱原発と脱石炭を進めるドイツのアルトマイヤー経済・エネルギー相が本紙への寄稿 
で、日本に再生可能エネルギー推進に向けた日独連携を呼び掛けた。再生エネが伸び悩 
む日本に対し、大幅拡大に成功し、20022 年までの原発ゼロも実現しつつあるドイツ。 
現地を訪ね、仕組みを探った。（伊藤弘喜、写真も） 
 緑の野原に見渡す限り巨大な風車が立ち並ぶ。首都ベルリンでは、都心から少し車を 
走らせただけでこんな風景が飛び込んでくる。家々の三角屋根にも太陽光パネルがある 
のは当たり前。再生エネはすっかり人々の暮らしの一部だ。 
 「再生エネ発電所の接続を断る権限は私たちにはありません」。独テネット社のベル 
リン事務所。広報担当のウルリケ・ホへンスさんが事もなげに語った。テネットは自前 
の発電所を持たない。送電線だけを持ち、他社の発電所でつくられた電気を家庭や企業 
に送る「送電会社」だ。ドイツでは 4 つの同様な会社が送電網を運営する。大手電力会 
社が送電網も運営する日本ではなじみのない形だが、「送電網中立」のこの仕組みこそ 
が、実は「再生エネ拡大の原動力」（ホへンスさん）だ。 
 日本では大手電力は自社の原発や火力発電所の稼働率を高めた方がもうかるため自 
前の発電所の送電を優先しがち。再生エネ発電所の接続要請は「電線に余裕がない」と 
断る例が相次ぐ。ホへンスさんはドイツでは「大手の発電所だけが優先される事態は起 
こりえない」と話す。テネットも元は大手電力会社の送電部門だった。09 年に欧州連 
合（EU）が大手による独占を排し、参入を自由化するため送電の分離を各国に義務付 
け。これを受け、親会社からオランダの送電会社に売却され、独テネットが生まれた。 
 ドイツは 2000 年から「再生エネ最優先」も法律で定めた。送電会社には再生エネを 
原発などより優先して接続する義務が課され、電線に余裕がなければ、増強しなければ 
ならない。一時的に電力供給が需要を超えそうな時も再生エネ発電所が出力抑制を求め 
られるのは一番後。日本各地で大手電力によりバイオマスや太陽光・風力の再生エネが 
原発より先に抑制を指示され、補償もないのと対照的だ。 
 再生エネを増やす幾重ものルールの背景には、1986 年の旧ソ連のチェルノブイリ事 
故をきっかけに脱原発を決めたドイツの強い政治的な意志がある。」（「東京新聞」2019 
年 5月 31日付け） 
【発電と送電の分離】 
 ドイツでは送電会社 4 社のうち、テネットなど 2 社が元の親会社から資本関係も含

め完全分離された。他の 2 社は資本関係を残す形で分社化。日本でも法改正に基づき

大手電力各社が 2020 年度から送電部門を分社化予定。東京電力はそれに先駆け 16 年

に分社化。だが、日本では、送電部門が同じグループ傘下に子会社として入り完全分離

と言えない状態が続く。 



 
【ドイツの首都ベルリン近郊に並ぶ風力発電】 
 

 
【ドイツの電力システム】 


